　
　　　千歳市飼料・肥料高騰緊急対策農業者支援事業（肥料支援）実施要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、千歳市飼料・肥料高騰緊急対策農業者支援事業のうち肥料支援（以下「肥料支援」という。）の実施にあたり、市長が交付する交付金の交付手続きに関し必要な事項を定めるものとする。
２　肥料支援の実施及び交付金の交付については、千歳市補助金等交付規則（昭和５８年千歳市規則第１２号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（目的）

第２条　この要綱は、肥料価格が高騰している中、農業経営への影響を軽減し、次年度も意欲を持って営農に取り組めるよう、化学肥料を購入する農業者等に対し、当該肥料の購入に要する経費の一部について支援することにより、農業者等の肥料購入費の負担軽減を図ることを目的とする。 

（定義）

第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(1) 農業者等　市内で農業を営む個人又は法人をいう。ただし、次の農業者等にあっては、市内においてのみ農業を営む者に限る。
　　ア　個人にあっては、令和６年１月１日現在において市内に住民登録を有しない者
　　イ　法人にあっては、令和６年１月１日現在において本店が市内に所在しない者

　(2) 化学肥料　肥料の品質の確保等に関する法律に基づき普通肥料の公定規格を定める等の件（昭和６１年農林水産省告示第２８４号）に規定する窒素質肥料、りん酸質肥料、加里質肥料、副産肥料等、複合肥料及びこれらの肥料を原料として配合される肥料をいう。

　(3) 対象期間　令和５年６月１日から令和５年１２月３１日までをいう。
　（事業実施主体）
第４条　事業実施主体は、千歳市農業振興条例（平成６年６月２８日条例第２７号）第２条第３号で規定する農業団体（以下「実施主体」という。）とする。
（交付要件）

第５条　農業者等は実施主体に化学肥料の購入及び発注状況を申請し、実施主体は、次の各号のいずれにも該当する農業者等に支援金を分配することを目的として、これらの者の化学肥料の購入及び発注状況を取りまとめる。

(1) 対象期間に化学肥料を合計１トン以上発注し、令和６年５月末までに納品を受けることが確実な者

(2) 次のいずれにも該当しない者

ア　北海道が実施する肥料価格高騰緊急対策事業による支援金給付申請を行っていない者
イ　法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に規定する公共法人

ウ　法人税法別表第２に規定する公益法人、学校法人、医療法人又は社会福祉法人

エ　千歳市暴力団排除条例（平成２６年３月６日条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員及びこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者

オ　その他交付金の趣旨に照らして適当でないと市長が判断する者

（交付額）

第６条　交付金の交付額は、一の農業者等につき対象期間に発注した化学肥料１トン当たり１，４００円とし、合計数量の１トン未満の端数は切り捨てるものとする。
（交付申請）

第７条　実施主体は、申請書（第１号様式）に次に掲げる情報を記入の上、添付の書類とともに市長に申請するものとする。

(1) 団体名及び代表者名

(2) 所在地

(3) 担当者
(4) 経営に関する情報

(5) 合計肥料購入量及び申請額

(6) その他市長が必要と認め、申請書に定める情報

２　交付金の申請の受付期間は、市長が別に定める日とする。

（交付の決定等） 

第８条　市長は、前条の規定による申請書等を受理したときは、その内容を審査し、交付金の交付の可否を決定し、適当と認めたときは、肥料支援決定通知書（第２号様式）により、当該申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の通知に際して必要な条件を付すことができる。

３　市長は、交付金を交付しないことを決定したときは、肥料支援交付金不承認決定通知書（第３号様式）により、その旨及び理由を明示し、申請者に通知するものとする。
　（実績報告）
第９条　実施主体は、肥料支援が完了したときは、肥料支援実績報告書（第４号様式）に市長の定める書類を添付して市長に提出するものとする。
　（交付金額の確定及び交付）

第１０条　市長は前条の規定による実績報告を受けた場合においては、当該実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、交付金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかを調査し、適合すると認めたときは交付金の交付の額を確定し、交付金の額確定通知（第５号様式）により、実施主体に通知するとともに、交付金を交付するものとする。ただし、肥料支援の遂行上必要があると認めるときは、一括又は分割して概算額を交付することができる。
（概算払）
第１１条　実施主体は、概算払の申請をしようとするときには、概算払申請書（第６号様式）を市長に提出するものとする。
２　市長は申請内容を精査し、適当と認めたときは概算払をすることと決定し、概算払決定通知（第７号様式）により実施主体に通知する。
３　市長は、本事業において、実施主体の資金不足が生じないと認められるときは、概算払をしないことの決定通知書（第８号様式）により概算払をしない理由を付して実施主体に通知する。
（証拠書類の保管）

第１２条　実施主体は、第６条に定める交付金の交付申請の基礎となった証拠書類及び交付に関する証拠書類を交付金の交付が完了した年度の翌年度開始の日から起算して５年間保管しなければならない。

（調査及び報告）

第１３条　市長は、交付金の適正な交付を期するため、実施主体に対し必要に応じて調査を行い、又は報告を求めることができる。
（決定の取消し）

第１４条　市長は、実施主体が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付金の交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。

(1) 虚偽その他の不正な手段により交付金の交付決定を受けたとき。
(2) 法令又はこの要綱の規定若しくは交付決定に付した条件に違反したとき。
(3) 前２号に規定するもののほか、市長が不適当と認めたとき。
２　市長は、前項の規定により交付金の交付決定を取り消した場合は、書面により、実施主体に通知するものとする。

（返還）

第１５条　市長は、前条の取消しを行った場合のほか、発注した化学肥料が令和６年５月末日までに納品されなかった農業者等がある場合においても、既に交付した交付金があるときは、期間を定めてその全部又は一部の返還を命ずるものとする。ただし、化学肥料が令和６年５月末日までに納品されなかった理由が、農業者等の責めに帰すことができない場合においては、市長との協議により返還を免ずることができる。

２　市長は、前項の規定により交付金の全部又は一部の返還を命ずる場合は、書面により実施主体に通知するものとする。

（委任）

第１６条　この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。

　　　附　則

　この要綱は、令和５年１月１８日から施行する。
附　則

この要綱は、令和５年12月26日から施行し、公布日から適用する。
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※「×」←スペース１字分

議案第○○号


×××江別市○○○○条例の制定について

×江別市○○○○条例を次のとおり制定する。


××平成○○年○○月○○日提出


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　江別市長×○　○　○　○

×××江別市○○○○条例


×（目的）


第１条　この条例は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ことを目的とする。


×（用語の定義）


第２条×この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに×よる。


×(1) 個人情報×・・・・・・・・・・・・・をいう。

×(2) 実施機関×・・・・・・・・・・・・・・・・をいう。


×（市の責務）


第３条×市は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・に努めるものとする。


×（○○○○の届出）


第４条×実施機関は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・するときは、市×長に届け出なければならない。

×（○○○○請求の手続）


第５条×○○○○請求しようとする者は、・・・・・・しなければならない。


×（手数料の徴収）

第６条×○○○○に係る手数料は、１件につき○○円とする。


×（○○○○審議会の設置）


第７条×○○○○制度に係る重要な事項を調査審議するため、○○○○審議会を置く。

２×審議会は、委員○○人以内で組織する。


×（委任）


第８条×この条例に施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。


×（罰則）


第９条×第○○条の規定に違反して○○○○した者は、・・・・・・・・に処する。


×××附×則

×この条例は、平成○○年○○月○○日から施行する。


